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京都府議会 令和 8 年 6 月 定例会 

予算特別委員会  総括質問  

藤山裕紀子 
 

令和 8 年 7 月７日 総括質問 ― 答弁 

 

 

１、就職氷河期対策  

まず就職氷河期世代への支援についてお伺いいたします。 

６月２日付京都新聞に、府内大卒者の就職率が過去最高の 97.1%との記事が掲載されていました。新

卒採用の売り手市場が続く中、仕事に対する考え方も変容し、自分に合った仕事や働き方を求め転職

を繰り返すことも当たり前の時代になっています。かつてバブル崩壊による経済状況の悪化で有効求

人倍率 0.5 前後となった、いわゆる就職氷河期と呼ばれる時代がありました。そのころに就職活動期

を迎えた世代は人口の１/６にあたる約 2,000 万人、京都府内では約 40 万人と推計されています。私

自身もその世代の一人です。大学卒業後、アルバイトや契約社員として働き月 10 万円程度の手取り

で生活をしていました。当時は公的な支援などなく、自分に能力がないから、努力が足りないから、

自己責任だと、厳しい条件や働き方でも生活のために働かねばなりませんでした。加えて、バブル崩

壊で拡大した年金の財政不安で、将来への不安も更に拡大し、本来仕事や恋愛で充実した日々を過ご

すはずの年頃を、夢や希望などと言っていられない状況で生きたのが就職氷河期世代です。そして現

在は、未婚や非婚、キャリア形成の遅れ、低所得・低貯蓄による老後不安を抱えながら、親の介護と

いう問題にも直面しています。氷河期問題は一時的なものではなく、その世代の人々の人生全体のみ

ならず社会全体にも関わる問題で、世代の高齢化に伴い更に深刻化します。 

それは数字でみると明らかです。現在おおむね 57～61歳のバブル世代は 50代前半時点ですでに年

収 700 万～900 万円程度であった層が比較的多く、大企業や管理職では 1,000 万円を超える人も珍し

くありません。一方で、氷河期世代は、その年代でも年収 400 万～700 万円程度の層が中心となって

います。氷河期世代の中でも正規雇用と非正規雇用の年収差は 300 万～500 万円以上、20 年間でそ

の差は累計 6,000 万～1 億円になります。また年金受給額についても、厚生年金加入期間が短い人、

国民年金だけの期間が長い人が多いことから、他世代より 3 割以上低くなるケースが多いとの分析も

あります。さらに未婚率については、男女共にバブル世代と比較すると、およそ 1.5～２倍ほど高く



2 

 

なっています。これら要因から、高齢期になって生活保護受給者となる可能性のある人は 135 万人、

その規模は総額 27.5 兆円に上るとの研究があります。また、介護を担う家族がいない高齢者が増え

る予測であり、現在約 130 兆円規模の社会保障給付費が、2040 年に 190 兆円規模にまで膨れ上がる

との試算もあります。 

氷河期世代対策が本格的に政策化されたのは 2019 年です。政府は「就職氷河期世代支援プログラ

ム」を策定し、正規雇用化の促進、中途採用拡大、職業訓練の充実などの推進とともに、支援窓口整

備や相談体制の強化も進められました。最近では、就労支援だけでなく、生活困窮、ひきこもり、住

宅問題など複合的な課題に対応する総合的な支援の必要性が指摘されていることから、今年度、「就

労・処遇改善」「社会参加支援の拡充」「高齢期を見据えた支援」を 3 つの柱とした新たな支援プロ

グラムを開始し、2028 年度までの 3 年間で集中的に取り組むとしています。 

京都府では、京都ジョブパークを中心に、専任カウンセラーによる相談、スキルアップ研修、企業

とのマッチング支援のほか、職業訓練から就職・定着までの伴走型支援などの就労支援とともに、ひ

きこもりや無業状態の人には L コネクトが相談支援を行っています。また今年度は京都労働局を中心

に構成された「中高年世代活躍応援プロジェクト京都協議会」に参画し、安定就労と社会参加の促進

を図ろうとされています。 

タラレバの話になりますが、第二次ベビーブームと重なる氷河期世代をもっと早い段階で支援し、

就職、結婚に繋げることができていたら、いま最も大きな課題である少子化の進行も今より穏やかに

なっていたかもしれません。 

そこでお伺いいたします。 

 

 

【 質 問 】 

 

（1）これまでの取組を通して新たな課題も見えたと思います。京都府の現状について、ど

のように把握されているか、また、多角的で包括的な支援の必要性が指摘されていますが、

京都府においてはどのように取り組まれるのかお聞かせください。 

 

（2）知事はこの６月補正予算で「わくわくする京都」に向けた歩みをスタートされます。

氷河期世代が抱える課題の根底には、就職活動時に何社も不採用を突き付けられる中で、自

分を否定され、社会から不要だと言われているような感覚が、自己肯定感の低さや自信のな

さになり、一歩を踏み出すときの枷になっているのはないかと感じています。そこでぜひ、

これまでいい思い出があまりなかった氷河期世代もこれから希望を持ってわくわくできるよ

う知事の思いとエールをお聞かせください。 
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■ 答 弁 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 

（1）就職氷河期世代への支援についてでございます。 

 就職氷河期世代の方におきましては、雇用環境が厳しい時期に就職活動が重なったため、不本意な

がら非正規雇用で働いている方、長期にわたり無業状態にある方、社会参加に向けて丁寧な支援が必

要な方など、様々な事情を抱えておられることから、一人ひとりの状況や課題に応じたきめ細かな支

援が重要だと考えております。 

 総務省の「令和４年度就業構造基本調査」によりますと、京都府の非正規労働者は 46 万 4,900 人

であり、そのうち就職氷河期世代にあたる方は 16 万 3,100 人、さらにその中で、不本意非正規労働

者の方は 1 万 9,700 人となっております。        

 京都府では、就職氷河期世代の方の正規雇用を促進するため、令和元年度に京都ジョブパーク内に

カウンセリングとハローワークによる職業紹介を一体的に行う専用の支援窓口を設置し、令和７年度

までに 5,367 人が正社員として就職をされました。         

また、ひきこもり状態など就労が困難な方を支援する「京都府つながる･学ぶ･働く支援センター、

通称Ｌコネクト」におきましては、福祉的な支援を要する方や就職してもミスマッチにより就労が継

続できない方などに対しまして、市町村や福祉的支援機関と連携しながら企業につなぐ取組を進める

ことにより、令和２年の設立以来、就職氷河期世代の方 100 人が就職されております。 

 これらの取組を通じて、就職氷河期世代の方の個々の状況に応じた支援を行い、安定した雇用の実

現に一定の効果があったものと考えておりますが、正社員として働くことに自信を持てない方や十分

な職業経験を持たない方の雇用をためらう企業のお声もお伺いしてきたところでございます。 

このため、令和６年度から、未経験者でも働きながらスキルアップできる「就業・育成一貫支援プ

ログラム」を開始し、就職後に企業での OJT 訓練と京都ジョブパークによる集合型訓練を組み合わ

せて実施することで、安定就労と人材育成に取り組んでまいりました。                           

同プログラムにつきましては、就職氷河期世代の方のニーズが高かったため、令和７年度は企業と

のマッチング交流会の回数を増やすことにより、85 人の就職氷河期世代の方の正規雇用につながっ

たところでございます。 
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今後、これらの取組により、様々な事情を抱える一人ひとりに寄り添ったきめ細かい支援を行いま

すとともに、雇用先となる企業にも丁寧に支援することにより、就職氷河期世代の方の活躍の機会を

広げていきたいと考えております。 

今年度は、人と人との絆や、府民の皆様との信頼関係を大切にする「あたたかい京都」の上に、

「安心」、「はぐくみ」、「輝き」の３つのキーワードで、子どもから若者、現役世代、お年寄りま

で、誰もが「わくわくする京都」をつくるための歩みをスタートさせてまいります。 

就職氷河期世代の方にとりましても、「これからの人生が楽しみだ」とわくわくしながら歩めるよ

う、新たなキャリアや学び直しに挑戦し、社会の第一線で能力を存分に発揮いただける環境を整える

ことが、行政の役割だと考えております。 

京都府といたしましても、企業や地域の皆様と一丸となって、一人ひとりの挑戦を全力で応援する

など、包括的な支援を推進してまいりたいと考えております。 

 

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 

２、京都式あんしん避難所の構築について 

続いて京都式あんしん避難所の構築についてお伺いいたします。 

全国で自然災害が頻発化・激甚化し、住民の生命と暮らしを守る防災・減災対策の重要性はますま

す高まっています。近年、特に必要性が指摘されているのが避難所の環境整備です。発災から 30 年

以上経過した阪神・淡路大震災以降、長期避難生活による健康悪化や災害関連死が問題となっていま

した。東日本大震災や熊本地震でも、発災後に心筋梗塞や脳梗塞などの疾患が増加したと報告されて

います。 

海外の多くの国では、個人や家族単位での居住空間に配慮した避難所整備や、早期の仮設住宅やコ

ンテナ住宅の整備が進められ、避難生活でのストレス緩和や衛生環境の悪化による健康悪化を防止す

る取組が進められています。京都府議会でも調査した台湾では、ホテルや民間施設、テントなども活

用しプライバシーに配慮した避難所設置を進めるほか、情報提供コーナー、医療支援スペース、子ど
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も向けスペースなどを設け、ボランティアや民間団体、地域住民が役割分担しながら多様なニーズに

対応した運営体制を構築されています。 

わが国では、政府が避難所の質の向上を重点課題に位置付け、一昨年、内閣府が避難所関連の各種

ガイドラインを改定し、「スフィア基準」を踏まえ、TKB の早期確保の推進を自治体に求めていま

す。しかし避難所の多くは学校の体育館や公民館などが指定されており、大量の備蓄品を保管するス

ペースの確保は難しく、大人数が長期間滞在することを前提にしていない設計になっています。その

ため、平時利用との両立を図りながら、災害時には避難生活の質を確保できる整備や改修が求められ

ます。また、近年では段ボールベッドやパーティションの備蓄が進み、各地で行われている避難訓練

などで目にする機会が増えました。ただ多くは出来上がった避難所を見学体験するもので、一からの

設営を経験することはあまりありません。実際には、レイアウトから組み立てなどは自分たちで行う

ことになります。避難所生活での中では、生活スペースの狭さによる不満が最も多いことから、広さ

やポジションなどは諍いの原因になることも考えられます。そういった想定もしながら、住民主体の

シミュレーションを行い、継続的な改善を繰り返していくことも重要ではないかと考えます。 

京都府においては、防災計画の策定や防災訓練の実施、情報伝達体制の強化などを進めてこられま

した。特に災害ボランティアセンターや DWAT の設置は全国に先駆けた取組として評価されていま

す。避難所運営では、「避難所のユニバーサルデザインに向けた取組ガイドライン」を策定し、多様

な避難者に配慮した環境整備にも力を入れるなど、災害時の被害軽減と誰もが安心して生活できる環

境づくりを進めておられます。 

その中で、この６月議会においては「京都式あんしん避難所構築事業費」1,250 万円が計上され、

避難所運営の手引き作成、京都式避難生活サポーターの育成、市町村や民間と連携した避難所開設・

運営の訓練の実施、加えて災害ケースマネジメントの推進に向けた公民連携協議会の設立などを進め

ようとされています。これからの災害対策には安心と安全の確保とともに、良好な避難所環境の確保

で住民の心と体の健康を保ち、一日も早い復旧に繋げる「回復力」が重要です。そういった意味で

も、遅れているわが国の避難所環境整備の全国に先駆けた大きな一歩になると期待するところです。 

そこでお伺いいたします。 

 

【 質 問 】 
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（1）避難所運営への支援は重要ですが、復旧・復興にしっかりと繋げていくためには、府

民一人一人の意識と主体性が非常に重要ではないかと考えます。避難者自身が運営に参加で

きる仕組みづくりについてはどのようにお考えですか。 

 

（2）避難所運営の手引き作成にあたっては、避難者の目線、避難者に寄り添った細やかな

視点が重要ですが、一方で、わかりやすく実践しやすいものでなければならないと考えま

す。その両立についてどのようにお考えでしょうか。 

 

■ 答 弁 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

（1）京都式あんしん避難所の構築についてでございます。                                                                                                                                      

避難所は被災後の生活の場であると同時に、地域コミュニティの再生の起点ともなりますことから、

災害時の避難所運営におきましては、行政による物資供給や体制整備のみならず、避難者お一人おひ

とりが無理のない形で参画していただくことが重要であると考えております。  

 令和６年能登半島地震におきましても、避難者や地域住民が自主的に物資の運搬や仕分けを手伝う

など、お互いに助け合うことが、避難所の運営を支える大きな力となりました。    

このように、住民一人ひとりが災害を自分ごととして捉え、地域の一員として助け合い、支え合う

ことが重要でありますことから、京都府といたしましては、市町村や関係機関と連携し、学校におけ

る防災教育や、出前語らいなどの普及啓発を通じて、府民の防災意識の醸成に取り組んでいるところ

でございます。     

また、避難者自身が避難所運営に参画しやすくするためには、受付・情報共有・物資管理・要配慮

者支援などの役割の避難者同士での分担や、避難者による運営会議の開催など、避難所の運営全体を

マネジメントする仕組づくりが必要だと考えております。 

そのため、今回の予算案で提案しております京都式あんしん避難所構築事業費におきましては、こ

れまで京都府が積み上げてきた東日本大震災や能登半島地震などの被災者支援の経験を活かし、避難
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所運営全体をマネジメントする人材として、京都式避難生活サポーターを育成し、避難者の主体的な

参画を支援してまいりたいと考えております。 

 

（2）次に、避難所運営の手引きの作成についてでございます。 

委員御指摘のとおり、避難所運営の手引きの作成にあたりましては、避難者の目線や避難者に寄り

添った視点を取り入れることが重要だと考えております。 

また、府内いずれの避難所におきましても、良好な避難所環境を確保できるよう、わかりやすく実

践しやすい内容とすることが必要であると考えております。 

今回作成いたします手引きには、長期化する避難生活におきましても避難者に寄り添った支援体制

を構築できるよう、市町村や避難生活サポーター、民間企業との連携による避難所運営のほか、困り

ごとに応じて多分野横断で専門的な能力を持つ関係者が被災者を支援する災害ケースマネジメントの

取組など、きめ細やかな支援内容を盛り込むこととしております。      

また、それらの内容が複雑となりすぎないようにするため、役割分担や行動手順を簡潔に整理し、

図表やチェックリストを活用するなど、専門的な知識がなくとも実践できるよう、工夫してまいりた

いと考えております。 

さらに、実効性の確保に向けまして、避難所運営の支援経験を有する民間企業の専門的な知識や技

術、ノウハウの活用に加えまして、市町村やＮＰＯなどの関係団体、地域住民の意見を反映いたしま

すとともに、手引きの作成後も、訓練や検証等を通じて、実践しやすい内容となるようブラッシュ

アップしてまいりたいと考えております。 

今後とも、避難者の健康被害を防ぐため、市町村や民間企業・団体、地域住民等と連携し、誰もが

安心して避難できる良好な避難所環境の確保に向けて取り組んでまいりたいと考えております。 

 

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 



8 

 

３、宇治茶認証制度について 

最後に新たな宇治茶の認証制度の創設について質問いたします。 

宇治茶を取り巻く状況は、近年大きく変わりました。これまでにも質問で取り上げましたが、世界

的な抹茶ブームにより需要が急増し、海外への輸出も拡大している一方でさまざまな課題が生じてい

ます。生産者の高齢化や後継者不足、摘み子の確保はこれまでも問題となっていましたが、中でも今

大変懸念されているのが品質の確保です。需要に追いつくために、品質を下げてでも生産量を増やそ

うとする動きや、宇治茶を語る模倣品の流通拡大が、将来的に日本の茶産業を崩壊させるのではない

かと危惧する声もあります。 

過去には中国での商標問題に対抗するため京都府でも予算を組んで取り組んでいただきました。

「京都宇治」として中国企業が取得した商標登録に対する無効取り消しは認められたものの、「宇治

茶」や「宇治抹茶」など宇治の地名を使用した商標はすでに乱立しており、中国産宇治抹茶が世界中

に流通しています。中国は国土と人口という強みを発揮して今や生産量は日本を超え、中国共産党の

機関紙でも「世界最大の抹茶生産国になった」と報じていたそうです。しかも今ではその質も鹿児島

県産のものと並ぶほどに上がっているとも言われています。 

京都府は、令和 7 年に「京都府茶業振興計画」を策定されました。これまでに輸出促進や販路拡

大、観光と連携した茶文化体験や茶摘み体験などを通じた宇治茶の魅力発信などの取組とともに、技

術継承のための研修制度や担い手育成支援なども進められてこられましたが、これらに加え、「認証

制度を活用した宇治茶の商品ブランディング」を進めることが盛り込まれました。その中身として、

「プレミアム宇治茶」の在り方の再考と新たな宇治抹茶の認証制度等の検討、さらに産地、品種、栽

培方法等を要件化した新たな認証制度を構築することが示されています。そして今回の補正予算に、

その検討費が計上されています。 

低品質の模倣品が出回ることで、本物の宇治抹茶が傷つきます。世界一の品質とブランド力を守る

ために必死で頑張っておられる方々、主に茶農家さんから認証制度の創設に期待を寄せる声が上がっ

ています。一方でそれが容易でないことも想像できます。抹茶は、広く様々な商品に使用されるた

め、農家・茶商に加え、加工品を製造・販売する業者なども関連することから、更に合意形成が難し

くなります。また、歴史と伝統、努力によって築き上げられたそれぞれの技術・製法がそれぞれの良

さや特徴を作っており、認証基準に合わせることでそれを損なうことに繋がりかねません。 
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今年４月、International Matcha Association という法人が設立されました。茶の研究者や食の

専門家、日本の茶生産者など国内外の方々が役員に就任され、抹茶産業における基準等の整備を推進

し、国際的な抹茶産業の基盤を構築しようとされています。しかし宇治抹茶は、宇治抹茶と深く関わ

る方々の中で高い基準を構築していただきたい、それこそが他産地との差別化を図り宇治抹茶として

高い品質と価値を守り存続していく道であると考えています。 

そこでお伺いいたします。 

 

【 質 問 】 

 

認証制度によって宇治茶の品質が確保されることを期待しますが、申し上げましたように

基準の統一には非常に困難があると考えます。どのように進められるのか、またそのスケ

ジュールについてお聞かせください。 

 

 

■ 答 弁 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

宇治茶認証制度の創設についてでございます。 

宇治茶は、長い歴史と伝統に培われた世界に誇る高級ブランドとしての地位を確立しており、今後

も、将来にわたって宇治茶の伝統を守りつつ、ブランド価値を高め続けることが重要だと考えており

ます。 

近年の抹茶ブームによる世界的な需要の高まりは、輸出拡大や価格高騰を後押しする一方、スイー

ツ用原料となる抹茶が宇治茶産地を含む国内外で増産されており、茶業界からも、茶種の画一化や品

質の低下による、宇治茶の価値の喪失を懸念する声が大きくなっております。 

茶生産者からは、「宇治茶として、どのようなお茶を将来残していくか」ということを、認証制度

を創設してでも、戦略的に考えるべきではないか、また、茶商工業者からは、宇治茶の優位性が維持

されている間に、宇治茶産地は他産地と違うことを明確に言えるような制度が必要ではないか、な

ど、宇治茶産地を守るための認証制度の創設につきまして御意見をいただいているところでございま

す。 
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京都府といたしましては、お茶の市場が混とんとしている今だからこそ、宇治茶のブランディング

を強化する必要があると考えており、認証制度の議論を早急に進め、国内外に宇治茶の品質と信頼の

証を示せる仕組みを構築するため、必要な予算案を今定例会に提案しているところでございます。 

お茶の認証制度につきましては、一番茶のみを使用した高品質な宇治茶を認証する、京都府の「プ

レミアム宇治茶認証制度」や、先般、日本茶業中央会が海外産の模倣品排除のために「日本茶」を申

請した地理的表示保護制度などもありますことから、これらの効果や課題も検証しながら、今年度検

討を重ね、次年度には、検討結果に基づく新たな認証制度の試行、検証を実施し、制度を固めていき

たいと考えております。      

制度構築に当たりましては、宇治茶の多用途性に起因する様々な利害関係からくる困難さも十分認

識しているところであり、生産から加工、流通、販売に至る各段階の事業者の方々の意向を踏まえ、

丁寧な合意形成を進めてまいりたいと考えております。 

 今後とも、業界団体と一体となって、宇治茶の伝統を守りつつ、世界に誇る宇治茶ブランドの更な

る発展に向け取り組んでまいりたいと考えております 

 

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 


